
「高年齢者雇用状況報告」の
⑪欄が変更になりました

【平成29年までの報告書】

⑪ 70歳以上ま

で働ける制度

等(定年の廃

止・引上げ等

を除く )の状

況

□イ 自社又は子会社等で会社の実情に応じ会社が必要と認める者等を70歳以上まで

働ける制度を就業規則等に定めている（上限年齢を規定していない場合を含む）

□ロ 上記イの制度を就業規則等に定めていない

→（□(イ)導入予定あり □(ロ)検討中 □(ハ)70歳以上まで雇用する慣行がある

□(ニ)予定なし）

⑪ 66歳以上ま

で働ける制度

等(定年の廃

止・引上げ等

を除く )の状

況

□イ 自社又は子会社等で会社の実情に応じ会社が必要と認める者等を66歳以上まで

働ける制度を就業規則等に定めている

→（□(イ)該当する者を 歳まで雇用 □(ロ)上限年齢を規定していない）

□ロ 上記イの制度を就業規則等に定めていない

→（□(イ)導入予定あり □(ロ)検討中 □(ハ)66歳以上まで雇用する慣行がある

□(ニ)予定なし）

【平成30年からの報告書】

厚生労働省では、皆様からご報告いただいた内容を高年齢者雇

用確保措置に関する指導・助言や各種施策の企画立案等の際に

活用させていただいております。記入要領をご覧いただき、正確な

報告にご協力をお願いいたします。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク LL300410雇高01

事業主の皆様へ

その制度の具体的な上限年齢をご記入ください。※新規記入項目

ご報告いただく制度等の対象年齢

昨年まで → 70歳以上まで働ける制度等（定年の廃止・引上げ等を除く）

今年から → 66歳以上まで働ける制度等（定年の廃止・引上げ等を除く）

定年又は継続雇用制度以外の方法によって、66歳以上まで働け
る制度等を定めている場合は、

～ 実際の報告書⑪欄は、以下のように変更されています。ご留意ください。～

変更の要点

１

２



 

様式第２号 

 

                   (公共職業安定所で記入すること)  

高年齢者雇用状況報告書 
  高年齢者等の雇用の安定等に関する法律施行規則第33条第１項の規定により、平成  年６月１日現在の状況を下記のとおり報告します。 

  厚生労働大臣 殿                                      平成  年  月  日 

事

業

主 

①( フ リ ガ ナ ) 
名 称 (法 人 の 場 合 ) 

又は 
氏名(個人事業の場合) 

 ②(フリガナ)  

代表者氏名  
(法人の場合) 

 

 
 

 

③ 住 所 
法人にあっては主た

  る事業所の所在地  

〒(  ―   )  

                                        電 話 番 号    （    ） 

                              ＦＡＸ番号    （    ） 

事
業
の 

種
類 

④産業分類番号   
事業の具体的内容 

⑤労働組合 
の 有 無 

□イ あり 
□ロ なし 

⑥ 雇 用 保 険 適 用 
事 業 所 番 号 

    -       -  

定
年
制
の
状
況 

⑦定年 
□イ 定年なし 

□ロ 定年あり（定年年齢   歳） 

⑧定年の改定予定等 

□イ 改定予定あり(平成   年   月より   歳) 
□ロ 廃止予定あり(平成   年   月に廃止) 
□ハ 改定又は廃止を検討中 
□ニ 改定・廃止予定なし 

継
続
雇
用
制
度
の
状
況 

⑨継続雇用制度 

□イ 就業規則等で継続雇用制度を定めている 

→ａ継続雇用先 (□(イ)自社  □(ロ)親会社・子会社等（以下「子会社等」という）  □(ハ)関連会社等) 

 →ｂ対象 

  →□(イ)希望者全員を対象 (    歳まで雇用 

更に基準に該当する者を     歳まで雇用 

基準の根拠(□(a)労使協定を締結して就業規則等に反映 □(b)労使協定を締結せず就業規則等のみ）) 

（注）高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律(平成24年法律第78号。以下「改正法」とい

う。)に規定する経過措置に基づく対象者を限定する基準が有る企業は（イ）に記入 

  →□(ロ)基準に該当する者を対象 (_   歳まで雇用 

基準の根拠(□(a)労使協定を締結して就業規則等に反映 □(b)労使協定を締結せず就業規則等のみ）) 
 

□ロ 制度として導入していない（運用により継続雇用を行う場合を含む） 

⑩継続雇用制度の 

 導入・改定予定 

□イ 継続雇用制度の導入・改定予定あり（平成   年   月より） 

  →内容(□（イ）経過措置の基準の廃止 □（ロ）新規導入 □（ハ）上限年齢の引上げ □（ニ）その他） 

□ロ 継続雇用制度の導入・改定を検討中 

□ハ 継続雇用制度の導入・改定予定なし 

⑪66歳以上まで働ける制度
等(定年の廃止・引上げ
等を除く)の状況 

□イ 自社又は子会社等で会社の実情に応じ会社が必要と認める者等を66歳以上まで働ける制度を就業規則等に定

めている 

  →（□(イ)該当する者を   歳まで雇用 □(ロ)上限年齢を規定していない） 

□ロ 上記イの制度を就業規則等に定めていない 

  →（□(イ)導入予定あり □(ロ)検討中 □(ハ)66歳以上まで雇用する慣行がある □(ニ)予定なし） 

⑫常用労
働者数
(うち
女性) 

総 数 ～44歳 45～49歳 50～54 歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳～ 

人  
（    人） 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

⑬過去１年間の離職者の状  
況（うち女性） 

解雇等による45歳以上65歳未満の離職者数       人（うち女性      人） 
 うち求職活動支援書を作成した対象者数       人（うち女性      人） 

⑭過去１年間の定年到達者
等の状況 

   

(a)定年到達者
の総数 

((b)＋(c)＋(e)) 

   

(f)継続雇用の
終了による
離職者数 

(b)定年退職者数

(継続雇用を希

望しない者） 

(c)継続雇用者
数 

 (e)定年退職者数
(継続雇用を希
望したが継続
雇用されな
かった者) 

(d)うち子会社
等・関連会
社等での継
続雇用者数 

人  
（   人） 

人  
（   人） 

人  
（    人） 

人  
（   人） 

人  
（    人） 

人  
（   人） （うち女性） 

⑮過去１年間の改正法に規
定する経過措置に基づく継
続雇用の対象者に係る基
準の適用状況 

(a)基準を適用 
できる年齢 
に到達した
者の総数 

((b)＋(c)＋(d)) 

  

(b)継続雇用終了者数(継
続雇用の更新を希望し
ない者) 

(c)継続雇用者数(基準に該
当し引き続き継続雇用さ
れた者) 

(d)継続雇用終了者数(基準に
該当しない者) 

人  
（   人） 

人  
（    人） 

人  
（    人） 

人  
（    人）    （うち女性） 

高 年 齢 者 
雇 用 推 進 者  

役職  氏名  記入 
担当者 

所属及び役職 氏名  

 ※事業主は、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）に基づき、毎年、高年齢者の雇用に関する状況を報告し
なければならないこととされています。(提出期限毎年７月15日) 

公共職業安定所コード番号      

○正  

改正案 



 

様式第２号 

 

                   (公共職業安定所で記入すること)  

高年齢者雇用状況報告書 
  高年齢者等の雇用の安定等に関する法律施行規則第33条第１項の規定により、平成  年６月１日現在の状況を下記のとおり報告します。 

  厚生労働大臣 殿                                      平成  年  月  日 

事

業

主 

①( フ リ ガ ナ ) 
名 称 (法 人 の 場 合 ) 

又は 
氏名(個人事業の場合) 

 ②(フリガナ)  

代表者氏名  
(法人の場合) 

 

 
 

 

③ 住 所 
法人にあっては主た

  る事業所の所在地  

〒(  ―   )  

                                        電 話 番 号    （    ） 

                              ＦＡＸ番号    （    ） 

事
業
の 

種
類 

④産業分類番号   
事業の具体的内容 

⑤労働組合 
の 有 無 

□イ あり 
□ロ なし 

⑥ 雇 用 保 険 適 用 
事 業 所 番 号 

    -       -  

定
年
制
の
状
況 

⑦定年 
□イ 定年なし 

□ロ 定年あり（定年年齢   歳） 

⑧定年の改定予定等 

□イ 改定予定あり(平成   年   月より   歳) 
□ロ 廃止予定あり(平成   年   月に廃止) 
□ハ 改定又は廃止を検討中 
□ニ 改定・廃止予定なし 

継
続
雇
用
制
度
の
状
況 

⑨継続雇用制度 

□イ 就業規則等で継続雇用制度を定めている 

→ａ継続雇用先 (□(イ)自社  □(ロ)親会社・子会社等（以下「子会社等」という）  □(ハ)関連会社等) 

 →ｂ対象 

  →□(イ)希望者全員を対象 (    歳まで雇用 

更に基準に該当する者を     歳まで雇用 

基準の根拠(□(a)労使協定を締結して就業規則等に反映 □(b)労使協定を締結せず就業規則等のみ）) 

（注）高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律(平成24年法律第78号。以下「改正法」とい

う。)に規定する経過措置に基づく対象者を限定する基準が有る企業は（イ）に記入 

  →□(ロ)基準に該当する者を対象 (_   歳まで雇用 

基準の根拠(□(a)労使協定を締結して就業規則等に反映 □(b)労使協定を締結せず就業規則等のみ）) 
 

□ロ 制度として導入していない（運用により継続雇用を行う場合を含む） 

⑩継続雇用制度の 

 導入・改定予定 

□イ 継続雇用制度の導入・改定予定あり（平成   年   月より） 

  →内容(□（イ）経過措置の基準の廃止 □（ロ）新規導入 □（ハ）上限年齢の引上げ □（ニ）その他） 

□ロ 継続雇用制度の導入・改定を検討中 

□ハ 継続雇用制度の導入・改定予定なし 

⑪70歳以上まで働ける制度
等(定年の廃止・引上げ
等を除く)の状況 

□イ 自社又は子会社等で会社の実情に応じ会社が必要と認める者等を70歳以上まで働ける制度を就業規則等に定

めている（上限年齢を規定していない場合を含む） 

□ロ 上記イの制度を就業規則等に定めていない 

  →（□(イ)導入予定あり □(ロ)検討中 □(ハ)70歳以上まで雇用する慣行がある □(ニ)予定なし） 

⑫常用労
働者数
(うち
女性) 

総 数 ～44歳 45～49歳 50～54 歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳～ 

人  
（    人） 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

人  
(   人) 

⑬過去１年間の離職者の状  
況（うち女性） 

解雇等による45歳以上65歳未満の離職者数       人（うち女性      人） 
 うち求職活動支援書を作成した対象者数       人（うち女性      人） 

⑭過去１年間の定年到達者
等の状況 

   

(a)定年到達者
の総数 

((b)＋(c)＋(e)) 

   

(f)継続雇用の
終了による
離職者数 

(b)定年退職者数

(継続雇用を希

望しない者） 

(c)継続雇用者
数 

 (e)定年退職者数
(継続雇用を希
望したが継続
雇用されな
かった者) 

(d)うち子会社
等・関連会
社等での継
続雇用者数 

人  
（   人） 

人  
（   人） 

人  
（    人） 

人  
（   人） 

人  
（    人） 

人  
（   人） （うち女性） 

⑮過去１年間の改正法に規
定する経過措置に基づく継
続雇用の対象者に係る基
準の適用状況 

(a)基準を適用 
できる年齢 
に到達した
者の総数 

((b)＋(c)＋(d)) 

  

(b)継続雇用終了者数(継
続雇用の更新を希望し
ない者) 

(c)継続雇用者数(基準に該
当し引き続き継続雇用さ
れた者) 

(d)継続雇用終了者数(基準に
該当しない者) 

人  
（   人） 

人  
（    人） 

人  
（    人） 

人  
（    人）    （うち女性） 

高 年 齢 者 
雇 用 推 進 者  

役職  氏名  記入 
担当者 

所属及び役職 氏名  

 ※事業主は、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）に基づき、毎年、高年齢者の雇用に関する状況を報告し
なければならないこととされています。(提出期限毎年７月15日) 

 

公共職業安定所コード番号      

○正  

現様式 


